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（証券コード  5724)
平成30年11月29日

株 主 各 位
福島県郡山市田村町金屋字マセ口47番地
株 式 会 社 ア サ カ 理 研
代表取締役社長 山 田 慶 太

第51期定時株主総会招集ご通知

拝啓  平素は格別の御支援を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第51期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な

がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、平成30年12月13日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご返送くださいますよう
お願い申しあげます。

敬  具

記

１．日 時 平成30年12月14日（金曜日）  午前10時
２．場 所 福島県郡山市虎丸町３番18号

ホテルハマツ３階  右近の間
（ご来場の際は、末尾の「株主総会会場ご案内略図」をご参照くださいますよう

お願い申しあげます。）
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １　第51期（平成29年10月１日から平成30年９月30日まで）事業報告、連結計算
書類及び計算書類内容報告の件

２　会計監査人及び監査等委員会の第51期連結計算書類監査結果報告の件
決 議 事 項
議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

以  上

－ 1 －

狭義招集
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう、
お願い申しあげます。

◎本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び定款第15条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス  http://www.asaka.co.jp/）に
掲載しております。

①  連結計算書類の「連結注記表」
②  計算書類の「個別注記表」

なお、これらの事項は、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際し
て監査した連結計算書類及び計算書類に含まれております。

◎本招集ご通知の株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容について、
修正をすべき事項が生じた場合は、修正内容をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス  
http://www.asaka.co.jp/）に掲載させていただきますのでご了承ください。

－ 2 －

狭義招集
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（添付書類）

事　 業　 報　 告
(平成29年10月 1 日から
平成30年 9 月30日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
(1)　事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続く中で、各種政策の効果も
あり、緩やかな回復基調を維持しました。一方で、米国の保護主義的な通商政策による貿易摩擦
の動向や、海外経済の不確実性、金融資本市場の変動が懸念されることから、先行きは不透明な
状況となっております。
　当社の主要顧客の属する電子部品・デバイス工業分野の生産は、全体として前期を上回る水準
となりましたが、海外のスマートフォン生産の減速の影響により生産が前年を下回った分野も見
られました。貴金属・銅の価格は年度後半に米国金利の上昇等により前期を下回りましたが、当
連結会計年度の平均では前期を上回る水準となりました。
　このような環境の中、当社では、既存事業の強化と効率化に取り組むと共に、引き続き新たな
技術開発に挑んでおります。既存事業では、既取引先の深耕や新規開拓と共に、貴金属材料の供
給や光触媒の販路拡大を進めるほか、製造工程の自動化・ロボット化等の効率改善に取り組みま
した。新たに推進しているレアメタル事業では、製品の開発と販売先の拡大に取り組みました。
当連結会計年度においては今後成長が期待される電子部品向け原料を開発し販売先が拡大しまし
た。しかし、レアメタル製品の需要が当初予想を下回ったことから、業績への寄与は翌連結会計
年度以降となりました。今後につきましては、販売先の開拓、新規製品の開発に注力し、早期に
業績に貢献できるよう事業を推進してまいります。
　当連結会計年度の連結業績は、貴金属及び環境事業での販売数量の増加と販売価格の上昇によ
り、売上高は8,765百万円（対前期4.6％増）となりました。営業利益は337百万円（対前期62.0％
増）。経常利益は333百万円（対前期60.1％増）。親会社株主に帰属する当期純利益は、234百
万円（前期は補助金収入による特別利益159百万円があったこともあり、対前期14.1％減）とな
りました。

　各セグメントの業績は、次のとおりです。なお、各セグメントの金額については、セグメン
ト間取引を含んでおります。

－ 3 －

事業の経過及びその成果
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（貴金属事業）
　金の取扱数量は、海外のスマートフォン生産の減速の影響により前期を下回りましたが、他
の貴金属等製品の数量が増加したこと、貴金属相場が前期を上回る水準で推移したことから、
売上高は7,849百万円（対前期4.3％増）。取引内容の見直し、製造工程の効率改善により、セ
グメント利益は203百万円（対前期15.2％増）となりました。

（環境事業）
　主力製品である銅ペレット及び薬品の販売数量が前期を上回り、銅の販売価格も前期を上回
ったことから、売上高は801百万円（対前期6.8％増）、セグメント利益は96百万円（前期は1
百万円）となりました。

（システム事業）
　品質検査データ管理への関心が高まり、受注が増加したことから、売上高は102百万円（対
前期7.7％増）、セグメント利益は24百万円（対前期3.0％増）となりました。

（その他）
　その他に含まれる運輸事業等の売上高は144百万円（対前期0.6％減）、セグメント利益は8
百万円（対前期44.7％増）となりました。

(2)　設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資の総額は231百万円で、セグメントごとの設備投資の概要は以下の
とおりであります。なお、設備投資の総額には無形固定資産の金額を含めております。
　貴金属事業においては、主に生産設備の更新及び生産能力の強化のために196百万円の設備投
資を実施しました。環境事業においては、22百万円の設備投資を実施しました。システム事業に
おいては、5百万円の設備投資を実施しました。なお、当連結会計年度において、重要な設備の
除却、売却等はありません。

(3)　資金調達の状況
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６行と当座貸越契約を締結しており、
当連結会計年度末における借入実行残高は858百万円（前期末比348百万円増）となりました。

－ 4 －

事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況
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(4)　対処すべき課題
当社は、安定成長に向けた事業構造転換に取り組んでおります。
当社の主要なお客様は、電子部品・デバイス工業分野に属しており、同分野の生産は、世界経

済の変動によって大きくかつ急激に変動する傾向にあります。また、製品では金を中心とした貴
金属及び銅の比率が高く、世界各国の財政政策の動向によって、短期間に価格が大きく変動する
可能性があります。

このように、当社の事業は、電子部品・デバイス工業分野の生産と、貴金属及び銅相場の変動
の影響を受けやすい状態にあり、事業の安定的な成長を図るためには、これらの影響を受けにく
い事業を創出し続けることによって、事業構造の転換を図り、影響度を相対的に引き下げていく
必要があります。

以上のことから、当社グループとして重要課題と捉えているものには、次のものが挙げられま
す。
・新規事業の創出及び海外も含めた新市場の開拓の加速

組織体制の変革と意識改革によるスピードアップ
・新規事業創出に貢献する研究開発体制の強化

人的リソースを集中し、開発期間の短縮と研究開発力の強化を図る
・革新しつづける会社を支える人材の活性化

イノベーションを牽引する人材の採用・育成・評価・登用

－ 5 －

対処すべき課題
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(5)　財産及び損益の状況の推移
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第48期
平成27年９月期

第49期
平成28年９月期

第50期
平成29年９月期

第51期
(当連結会計年度)
平成30年９月期

売 上 高 （千円） 8,964,944 7,790,819 8,383,700 8,765,327

経 常 利 益 （千円） 185,625 189,443 208,380 333,533

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 （千円） 125,816 227,687 273,405 234,807

１株当たり当期純利益 （円） 49.69 89.48 107.33 91.98

総 資 産 （千円） 5,504,552 5,759,615 5,948,771 6,378,393

純 資 産 （千円） 2,350,220 2,534,307 2,777,162 2,990,646

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 920.48 991.77 1,088.36 1,168.16

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数（自己株式数を除く。）により、１株当たり純資産額は、
期末発行済株式総数（自己株式数を除く。）により算出しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第48期
平成27年９月期

第49期
平成28年９月期

第50期
平成29年９月期

第51期
(当事業年度)

平成30年９月期

売 上 高 （千円） 8,198,747 6,917,040 7,262,454 7,407,933

経 常 利 益 （千円） 207,930 219,122 225,625 363,525

当 期 純 利 益 （千円） 123,649 251,905 287,743 239,117

１株当たり当期純利益 （円） 48.84 99.00 112.96 93.67

総 資 産 （千円） 5,154,393 5,501,182 5,747,056 6,215,274

純 資 産 （千円） 2,337,817 2,541,393 2,800,637 3,014,998

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 918.07 996.54 1,098.38 1,179.45

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数（自己株式数を除く。）により、１株当たり純資産額は、
期末発行済株式総数（自己株式数を除く。）により算出しております。

－ 6 －

財産及び損益の状況の推移
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(6)　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

ア サ カ 弘 運 株 式 会 社 千円
10,000 100％ 運輸業

A S A K A R I K E N (M)  S D N .  B H D . 千リンギット
9,300 60％ レアメタル及び非鉄金属の

リサイクル事業

(7)　主要な事業内容（平成30年９月30日現在）
事 業 区 分 主 要 製 品

貴 金 属 事 業 金地金、銀地金、白金地金、パラジウム、貴金属回収精製処理、各種治具の
洗浄・再生、機能部品の再生

環 境 事 業 塩化第二鉄液、使用済み廃液の回収、水処理剤、銅粉、銅ペレット、光触媒、
水処理用ろ過材

シ ス テ ム 事 業 自動計測検査システム、計測ネットワークシステム

そ の 他 工業薬品の運搬、廃液の収集運搬

－ 7 －

重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容
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(8)　主要な営業所及び工場（平成30年９月30日現在）
①　当社

・本社及び本社工場 福島県郡山市田村町金屋字マセ口47番地
・富久山工場 福島県郡山市富久山町福原字大鏑22番地１
・いわき工場 福島県いわき市泉町黒須野字江越246番地23
・大阪営業所 大阪府吹田市豊津町34番地14号
・九州営業所 福岡県北九州市若松区高須南一丁目１番45号
・台湾支店 中華民国高雄市苓雅區正心里福徳一路二二三號三樓之一

②　子会社
・アサカ弘運株式会社 本社　福島県郡山市田村町金屋字新家１番地２

 

・ASAKARIKEN (M) SDN. BHD. 本社　Plot 96, Lorong Perusahaan Maju 8, Phase 4,
Prai Industrial Estate,13600 Perai, Penang, Malaysia

－ 8 －

主要な営業所及び工場
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(9)　従業員の状況（平成30年９月30日現在）
①　企業集団の従業員の状況

セ グ メ ン ト の 名 称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減数

貴 金 属 事 業 116 （29）名 ＋6 （△7）名

環 境 事 業 15 （－）名 △1 （△1）名

シ ス テ ム 事 業 4 （－）名 － （－）名

報 告 セ グ メ ン ト 計 135 （29）名 ＋5 （△8）名

そ の 他 11 （－）名 － （－）名

全 社 （ 共 通 ） 43 （4）名 ＋4 （△1）名

合 計 189 （33）名 ＋9 （△9）名

（注）１．従業員数は就業人員（役員、当社グループからグループ外への出向者を除き、兼務役員、グループ外
から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、派遣社員、季節工
を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載している従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して
いるものであります。

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

146（33）名 +5（△1）名 41.4歳 13.4年
 

（注）従業員数は就業人員（役員、当社から社外への出向者を除き、兼務役員、社外から当社への出向者を含む。）
であり、臨時雇用者数（パートタイマー、派遣社員、季節工を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数
で記載しております。

－ 9 －

従業員の状況
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(10)　主要な借入先（平成30年９月30日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 常 陽 銀 行 619,896千円

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 491,363千円

株 式 会 社 東 邦 銀 行 306,940千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 148,270千円

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 70,000千円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 60,000千円

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 50,000千円

株 式 会 社 福 島 銀 行 30,000千円

合 計 1,776,469千円

（注）シンジケートローンは、株式会社常陽銀行を主幹事とするその他４行からの協調融資によるものでありま
す。

(11)　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 10 －

主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の株式に関する事項（平成30年９月30日現在）
(1)　発行可能株式総数 10,200,000株
(2)　発行済株式の総数 2,572,300株
(3)　株主数 2,158名
(4)　大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

有 限 会 社 モ ラ ル ・ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 1,051,030株 41.13％

株 式 会 社 常 陽 銀 行 90,000株 3.52％

株 式 会 社 東 邦 銀 行 81,100株 3.17％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 72,500株 2.84％

白 岩 政 一 52,000株 2.04％

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 50,000株 1.96％

東 京 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 50,000株 1.96％

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ モ ル ガ ン ・ ス タ ン レ ー 証 券 株 式 会 社 35,900株 1.41％

株 式 会 社 新 生 銀 行 33,400株 1.31％

ア サ カ 理 研 社 員 持 株 会 26,900株 1.05％

（注）持株比率は、自己株式(17,161株)を控除して計算しております。

(5)　その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 11 －
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３．会社役員に関する事項
(1)　取締役の状況（平成30年９月30日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 山 田 慶 太

取 締 役 佐 久 間 　 良 　 一 執行役員管理本部長

取 締 役 山 田 浩 太 執行役員営業本部長

取 締 役 佐 久 間 　 幸 　 雄 最高技術責任者

取 締 役
（監査等委員長・常勤） 野 納 敏 展 ㈱ASAKA SOLAR　監査役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 熊 谷 　 巧

東北イノベーションキャピタル㈱　代表取締役社長
㈱東北テクノアーチ　取締役
㈱プロスパイン　取締役
トライポッドワークス㈱　取締役
㈱セッショナブル　取締役
エントワデザイン㈱　取締役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 三 崎 秀 央 兵庫県立大学政策科学研究所教授
 

（注）１．取締役(監査等委員)熊谷巧氏及び取締役(監査等委員)三崎秀央氏は、会社法第２条第15号に定める社
外取締役であります。

２．監査等の環境の整備及び社内の情報の収集に積極的に努め、かつ、内部統制システムの構築・運用を
日常的に監視し検証するために、野納敏展氏を常勤の監査等委員として選定しております。

３．社外取締役である熊谷巧氏は、事業法人の経営者としての十分な経験、実績、見識を有し、三崎秀央
氏は、大学の教授としての十分な知識と見識を有しており、それぞれ取締役(監査等委員)として財務
及び会計に関する相当の知見を有しております。また、社外取締役両氏は業務執行を行う経営陣から
独立した客観的立場にあり、社外取締役として当社経営に資するところが大きいと判断しております。

４．当社は、取締役(監査等委員)熊谷巧氏及び取締役(監査等委員)三崎秀央氏を一般株主と利益相反が生
じる恐れがない独立役員として、東京証券取引所に届け出ております。

－ 12 －
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(2)　当事業年度に係る取締役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取締役(監査等委員である取締役を除く。)
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4名
(－名)

54,304千円
(－千円)

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 )
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

3名
(2名)

18,526千円
(5,250千円)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

7名
(2名)

72,830千円
(5,250千円)

（注）１．社外取締役の支給人員及び支給額は上記（　）内のとおりであります。
２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額については、監査等委員会の意見をいただいて

おります。
４．取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬限度額は、平成27年12月18日開催の第48期定時株

主総会において年額180,000千円以内（うち社外取締役分20,000千円以内）及び株式報酬型ストック
オプションとして新株予約権を年額10,000千円以内と決議いただいております。

５．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成27年12月18日開催の第48期定時株主総会において年額
50,000千円以内と決議いただいております。

６．平成22年12月24日開催の第43期定時株主総会において、取締役に対する退職慰労金の打切り支給を
決議しております。当事業年度末現在における今後の打切り支給予定額は、以下のとおりであります。
・取締役２名 206,360千円

－ 13 －
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４．社外役員に関する事項
(1)　他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役（監査等委員）熊谷巧氏は、東北イノベーションキャピタル株式会社の代表取締役社長、
株式会社東北テクノアーチの取締役、株式会社プロスパインの取締役、トライポッドワークス
株式会社の取締役、株式会社セッショナブルの取締役、エントワデザイン株式会社の取締役で
あります。また、当社は、いずれの法人等とも特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）三崎秀央氏は、兵庫県立大学政策科学研究所教授であります。また、当
社は同大学と特別の関係はありません。

(2)　当事業年度における主な活動状況
地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 熊 谷 　 巧

当事業年度に開催された取締役会17回の全てに、また、監査等委員
会13回の全てに出席いたしました。報告事項や決議事項につい
て、財務的な見地から意見を述べております。

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 三 崎 秀 央

当事業年度に開催された取締役会17回のうち16回に、また、監査
等委員会13回の全てに出席いたしました。報告事項や決議事項に
ついて、管理に係わる視点から意見を述べております。

－ 14 －
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５．会計監査人に関する事項
(1)　会計監査人の名称　EY新日本有限責任監査法人

（注）当社の会計監査人であった新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日をもって、
EY新日本有限責任監査法人に名称を変更しております。

(2)　会計監査人の報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 21,000千円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 21,000千円

（注）１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査及び金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を明確に区別しておらず、実質的にも区分できませんので、上記の当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額には、これらの合計額を記載しています。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同
意の判断をいたしました。

３．当社の重要な子会社のうち在外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人
（外国におけるこの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査を受けております。

(3)　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、

監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定
した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ
の理由を報告いたします。

－ 15 －
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
Ⅰ．業務の適正を確保するための体制
　当社の、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の
業務の適正を確保するための体制についての決定内容は下記のとおりです。

［内部統制システム構築の基本方針の概要］
　当社及び当社子会社から成る企業集団（以下、「当社グループ」という。）は、企業経営の基
本的使命である株主利益追求のため、「豊かな創造性を発揮し、社会貢献を果たす」を社是に掲
げ、法令、企業倫理を遵守し、地球環境問題に真摯に取り組み、それぞれの利害関係者に対し、
責任を果たすことを目指しております。そのためにはより牽制の効いた企業統治の確立が不可欠
であるとし、当社は以下の事項を実施しております。
①　取締役会への監督機能を有効に働かせるため、過半数の社外取締役を含む監査等委員会を置

く。（監査等委員会設置会社）
②　取締役は代表取締役をして、利害関係者へ十分な情報開示と説明責任を果たさせる。
③　執行役員制度を採用し、取締役会は執行役員を任免する。
④　執行役員は規程、取締役会決議に基づき分掌、権限を行使する。
⑤　取締役会は代表取締役に経営委員会を設置させる。
⑥　経営委員会は取締役が行う業務執行の補助、部門横断的な業務の管理、部門代表者による情

報交換、その他取締役会が決議により付加した機能を果たす。

(1)　当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制

①　当社グループは企業経営の基本使命を果たすために、社是実現のために「アサカ理研グルー
プ行動憲章」を制定し、企業行動の基準とする。

②　各取締役会は業務執行について決定し、これを監督する。
③　当社取締役会は代表取締役に内部監査室を所管させ、当社グループ内の横断的なコンプライ

アンス体制の整備及び問題点の把握に努める。
④　当社取締役会は代表取締役を議長とした経営委員会を設置し、当社グループ各社、各部門に

対しコンプライアンスの維持向上に必要な措置を講じさせる。
⑤　コンプライアンスが維持されている状態とは、取締役及び使用人の職務の執行が法令等に適

合することを確保するため、社是、基本理念、行動指針及び「アサカ理研グループ行動憲章」
等が周知徹底され、実務的に運用されている体制をいう。
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⑥　当社の代表取締役及び執行役員は当社グループの使用人に対し、コンプライアンス教育と啓
発を行い、代表取締役、執行役員及び当社グループの使用人は、重大な法令違反等を発見し
た場合には所属会社又は当社に報告をする。内部通報体制を整備かつ運用し、当該通報につ
いて、当社監査等委員会への適切な報告体制を確保する。併せて、状況に応じて通報者を秘
匿するとともに通報者に対して不利な取扱いがないことを確保する。

⑦　当社内部監査室は業務の適法性等に関する監査を実施し、当社の代表取締役及び監査等委員
会に報告する。

⑧　当社代表取締役は監査報告のうち重要なものについて適切な対策を決定し、必要に応じて報
告内容、対処状況及び結果について、適切に当社グループの役員及び使用人に開示し、周知
徹底する。

(2)　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　取締役は以下の文書等を関連規程に基づき適切に記録、保存、管理する。

ａ．株主総会議事録、取締役会議事録、経営委員会議事録とこれらの関連資料
ｂ．取締役、執行役員が主催するその他の重要な会議の議事の経過の記録又は指示事項と関

連資料
ｃ．取締役、執行役員を決定者とする決定書類及び附属書類
ｄ．その他取締役、執行役員の職務の執行に関する重要な文書

②　取締役会議長は上記情報の保存及び管理を監督する統制監視責任者となる。
③　総務担当執行役員は統制監視責任者を補佐する。総務部門に上記情報管理担当者を置く。
④　上記文書は10年以上保存する。

(3)　当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社取締役会は、当社グループのあらゆるリスクに対処するため、危機管理規程を設け、委

員長を代表取締役とする危機管理委員会を設置する。
②　危機管理委員長は当社グループにおける危機管理基本方針、危機管理年次計画等を取締役会

に提案するとともに、各部門別、各子会社別にリスク評価表及び危機管理対応要領を作成さ
せる。これに基づき委員長は毎年当社グループ全体のリスク評価表及び危機管理対応要領を
取りまとめ、当社取締役会へ提出、承認を受け、発生した危機に対応する。
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（想定される危機管理）
ａ．地震、洪水、事故、火災等
ｂ．不適切な業務執行による生産及び販売活動
ｃ．貴金属相場、地金相場及び為替相場変動等

③　危機管理委員会は目的別に次の委員会を設置する。
ａ．労働委員会
ｂ．環境委員会
ｃ．品質委員会
ｄ．情報委員会

④　それぞれの委員会においてリスク評価表及び危機管理対応要領を作成する。
⑤　危機管理委員会は当社グループにおける危機管理に関する事項について協議検討し、当社取

締役会に付議し、その決議に従う。
⑥　当社代表取締役は経営戦略リスクの評価を行い、経営戦略に関わるリスク評価表及び危機管

理対応要領を作成し、提出する。
⑦　重要な投資案件に関わるリスク評価表等は各部門が作成し、利益計画担当執行役員がこれを

取りまとめ、当社取締役会に提出する。
⑧　危機管理委員会は総務担当執行役員が進言し、委員長の決定により、危機管理対策本部を設

置する。
⑨　当社内部監査室は危機管理状況について内部監査を実施し危機管理委員長へ報告する。

(4)　当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社は取締役会を原則月１回定時に開催する他、適宜臨時に開催するとともに、原則毎週経

営委員会を開催し、業務執行における重要事項並びに経営戦略について審議を行い意思決定
の迅速化を図る。

②　当社取締役会は、取締役会規則、権限規程等において、取締役会及び取締役の役割、資格、
権限等を明確にする。

③　当社取締役会は執行役員規程、経営委員会規程、権限規程等において執行役員の分掌、資格、
権限等を明確に定める。

④　当社の代表取締役、業務執行取締役、執行役員は各規程及び取締役会決議に基づき、取締役
会が委任した範囲内で権限を行使し、業務に専念する。

⑤　当社代表取締役は当社グループ全体の組織を構築し、効率的な運営と監視監督体制の整備を
行う。

－ 18 －
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⑥　当社子会社の取締役会は、各規程及び取締役会決議等に基づき、各取締役の役割、資格、権
限等を明確にし、各取締役は取締役会が委任した範囲内で権限を行使し、業務に専念する。

(5)　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
①　当社子会社の代表取締役及び監査役等は、当社取締役会において３ヶ月に一度以上執行状況

の報告を行う。
②　当社代表取締役は内部監査室に当社グループ各社の内部監査を実施させる。
③　当社の監査等委員会は当社グループ各社の監視、監査を行える体制を構築する。
④　当社グループ全体及び各執行部門の経営戦略及び経営課題の協議・検討を行う機関として、

当社は「経営委員会」を設置し、原則毎週開催する。
⑤　当社の監査等委員会、取締役会、取締役は、当社代表取締役の業務執行状況を監督する。

(6)　当社の監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人（以下、監査等委員会スタッ
フという。）を置くことを求めた場合における当該取締役及び使用人に関する事項

　監査等委員会が求めた場合、監査等委員会スタッフを置くことができる。
（監査等委員会スタッフ）

ａ．監査等委員会スタッフに必要な能力・業務経験は、法務、計数的知見とする。
ｂ．監査等委員会スタッフの職務は監査計画の立案及び監査の補助等とする。
ｃ．監査等委員会スタッフは当社グループ各社の監査業務の事務局となる。

(7)　監査等委員会スタッフの取締役からの独立性に関する事項及び監査等委員会スタッフに対す
る指示の実効性の確保に関する事項

①　監査等委員会スタッフの人事考課は監査等委員会の同意が必要。
②　監査等委員会スタッフの異動には監査等委員会の同意が必要。
③　監査等委員会スタッフは当社子会社の監査役を兼務できるが、業務執行に係る役職は兼務で

きない。
④　監査等委員会スタッフは、監査等委員会の指揮命令の下、監査等委員会が有する調査権限を

行使するものとし、当社グループの取締役及び使用人は、当該監査等委員会スタッフからの
要請を受けた場合、これに協力する。

－ 19 －
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(8)　当社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他監査等委員会への報
告に関する体制

①　執行役員は自己の職務執行状況を代表取締役に報告する義務を有する。
②　代表取締役は自己及び使用人の業務執行状況を取締役会に報告する義務を有する。
③　その他の取締役は自己の業務執行状況を取締役会に報告する義務を有する。
④　監査等委員は取締役として取締役会への出席義務がある。
⑤　その他監査等委員会は以下の権限を有する。

ａ．監査等委員はあらゆる会議に出席できる。
ｂ．あらゆる部門に直接調査権を発動できる。
ｃ．監査等委員会スタッフに調査をさせることができる。
ｄ．内部監査室に監査させることを代表取締役に求めることができる。
ｅ．代表取締役及び当社子会社の監査役と定期的に情報交換を行う。
ｆ．会計監査人より監査計画及び実施結果の説明を受ける等情報交換を行い連携を図る。
ｇ．内部監査室は監査結果を代表取締役及び監査等委員会に報告する。

⑥　取締役及び使用人は、監査等委員会から業務に関する報告を求められた事項について速やか
に報告する。

(9)　当社子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社監査等委
員会に報告をするための体制

当社グループの取締役及び使用人は、当社又は当社子会社に著しい損害を及ぼす事実又はそ
の恐れのある事実を把握した場合、速やかに各社の監査役（監査役が存在しない当社子会社の
場合は直接当社監査等委員会。以下同じ。）に対して報告するものとし、報告を受けた各社の
監査役は、これを当社監査等委員会に対して速やかに報告する。

(10)　報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する
ための体制

当社グループは、当社の監査等委員会及び当社子会社の監査役へ報告又は内部通報制度を
利用した通報を行った者に対して、当該報告又は通報をしたことを理由として不利な取扱い
を行うことを禁止し、その旨当社グループに周知徹底する。

－ 20 －
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(11)　当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該
職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は支出した費用等の
償還、負担した債務の弁済を請求したときは、当該費用等が監査等委員の職務の執行につい
て生じたものでないことを証明できる場合を除き、これに応じる。

(12)　その他当社監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
内部監査室は、内部監査計画及び往査に関して、監査等委員会、会計監査人と緊密に連携

し、調整する。

Ⅱ．業務の適正を確保するための体制の運用状況
　当社取締役会では、法令、企業理念を遵守し、適正かつ効率的な業務遂行を確保するために、内
部統制システムを構築し、その運用状況を確認のうえで、継続的な改善及び強化に努めております。
当社における「業務の適正を確保するための体制の運用状況」の概要は以下のとおりです。

①　取締役会を17回開催し、取締役及び執行役員、使用人の業務執行状況の報告と、重要事項並び
に経営戦略について審議を行っております。また、当社の子会社であるアサカ弘運株式会社、
ＡＳＡＫＡＲＩＫＥＮ(Ｍ)ＳＤＮ．ＢＨＤ．及び株式会社ＡＳＡＫＡ　ＳＯＬＡＲは、当社取
締役会において毎月、業務執行状況について報告しております。

②　監査等委員会を13回開催し、監査計画を協議決定し、業務及び財産状況の監査、取締役会の出
席及び取締役の職務執行の監査、法令、定款などの遵守について監査いたしました。

③　当社は、危機管理規程に基づき、代表取締役を委員長とする危機管理委員会を設置しておりま
す。危機管理委員会に設置する目的別委員会において実施する当社グループにおけるリスク評
価をもとに危機管理対応要領を作成し、取締役会へ報告を行い、承認を受けております。

－ 21 －
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策と位置づけ、安定配当を継続的に行うと

ともに、企業体質の強化と内部留保の充実等を勘案しながら、業績に裏付けられた成果の配分を行
うことを基本としております。

こうした考えのもと、当期の期末配当につきましては、平成30年11月9日開催の取締役会におい
て、以下のとおり決議いたしました。

当社は取締役会の決議により、剰余金の配当等を決定できる旨を定款に定めております。

期末配当に関する事項
①　配当財産の種類

金銭といたします。
②　株主に対する配当財産の割り当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金15円　配当総額　38,327,085円
③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年12月17日

　本事業報告に記載の金額及び株式数は表示単位未満を切り捨てております。
　また比率は表示単位未満を四捨五入しております。

－ 22 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年９月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

退 職 給 付 に 係 る 資 産

そ の 他

3,064,458

1,210,638

452,878

552,179

379,935

180,429

45,916

242,481

3,313,935

2,995,780

1,251,516

401,239

1,240,067

5,579

65,510

31,867

23,121

295,033

55,268

94,167

145,597

流 動 負 債 2,060,889
買 掛 金 170,479
短 期 借 入 金 1,060,255
１ 年 内 償 還 社 債 200,000
リ ー ス 債 務 2,354
未 払 法 人 税 等 545
借 入 金 地 金 328,868
賞 与 引 当 金 105,761
そ の 他 192,624

固 定 負 債 1,326,858
長 期 借 入 金 899,421
リ ー ス 債 務 3,601
繰 延 税 金 負 債 156,698
長 期 未 払 金 212,226
資 産 除 去 債 務 49,106
そ の 他 5,804

負 債 合 計 3,387,747
純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,966,473
資 本 金 504,295
資 本 剰 余 金 354,211
利 益 剰 余 金 2,117,513
自 己 株 式 △9,546

その他の包括利益累計額 18,342
その他有価証券評価差額金 24,588
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △4,068
為 替 換 算 調 整 勘 定 △135
退職給付に係る調整累計額 △2,040

新 株 予 約 権 1,328
非 支 配 株 主 持 分 4,500
純 資 産 合 計 2,990,646

資 産 合 計 6,378,393 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,378,393

－ 23 －
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連 結 損 益 計 算 書
(自　平成29年10月 1 日
至　平成30年 9 月30日)

（単位：千円）

売 上 高 8,765,327
売 上 原 価 7,035,495

売 上 総 利 益 1,729,831
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,392,136

営 業 利 益 337,695
営 業 外 収 益

受 取 利 息 185
受 取 配 当 金 4,074
受 取 賃 貸 料 7,313
受 取 和 解 金 6,000
為 替 差 益 4,889
そ の 他 4,364 26,828

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18,819
地 金 借 入 料 6,829
そ の 他 5,340 30,989
経 常 利 益 333,533

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 11,271 11,271

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 322,262
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 51,469
法 人 税 等 調 整 額 33,484 84,954
当 期 純 利 益 237,307
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,500
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 234,807

－ 24 －
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連結株主資本等変動計算書
(自　平成29年10月 1 日
至　平成30年 9 月30日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

平 成 2 9 年 1 0 月 １ 日 残 高 504,295 352,522 1,920,915 △13,865 2,763,867

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △38,209 △38,209

親会社株主に帰属する当期純利益 234,807 234,807

自 己 株 式 の 取 得 △67 △67

自 己 株 式 の 処 分 1,689 4,385 6,075

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会計年度中の変動額 (純額 )

連結会計年度中の変動額合計 － 1,689 196,598 4,318 202,606

平 成 3 0 年 ９ 月 3 0 日 残 高 504,295 354,211 2,117,513 △9,546 2,966,473

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

平 成 2 9 年 1 0 月 １ 日 残 高 16,876 △5,239 △85 △3,055 8,495 2,766 2,033 2,777,162

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △38,209

親会社株主に帰属する当期純利益 234,807

自 己 株 式 の 取 得 △67

自 己 株 式 の 処 分 6,075

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会計年度中の変動額 (純額 ) 7,711 1,170 △49 1,015 9,847 △1,437 2,467 10,877

連結会計年度中の変動額合計 7,711 1,170 △49 1,015 9,847 △1,437 2,467 213,483

平 成 3 0 年 ９ 月 3 0 日 残 高 24,588 △4,068 △135 △2,040 18,342 1,328 4,500 2,990,646

－ 25 －

連結株主資本等変動計算書



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2018/11/20 15:23:23 / 18440622_株式会社アサカ理研_招集通知（Ｃ）

貸　借　対　照　表
（平成30年９月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

3,084,613
1,039,514

69,905
332,666
553,521
380,261
128,167
302,185
44,423

233,966
3,130,661
2,743,755

951,175
113,740
342,505

10
26,869

1,240,067
5,579

63,808
21,694

365,210
55,268
18,983
72,910
92,202

132,100
△6,254

流 動 負 債 2,017,866
買 掛 金 187,728
短 期 借 入 金 1,013,333
１ 年 内 償 還 社 債 200,000
リ ー ス 債 務 2,354
借 入 金 地 金 328,868
賞 与 引 当 金 103,077
そ の 他 182,503

固 定 負 債 1,182,409
長 期 借 入 金 775,723
リ ー ス 債 務 3,601
繰 延 税 金 負 債 141,813
長 期 未 払 金 206,360
資 産 除 去 債 務 49,106
そ の 他 5,804

負 債 合 計 3,200,275
純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,993,150
資 本 金 504,295
資 本 剰 余 金 354,211

資 本 準 備 金 339,295
そ の 他 資 本 剰 余 金 14,916

利 益 剰 余 金 2,144,189
利 益 準 備 金 21,030
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,123,159

配 当 平 均 積 立 金 95,000
固定資産圧縮積立金 361,967
別 途 積 立 金 506,500
繰 越 利 益 剰 余 金 1,159,692

自 己 株 式 △9,546
評 価 ・ 換 算 差 額 等 20,519

その他有価証券評価差額金 24,588
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △4,068

新 株 予 約 権 1,328
純 資 産 合 計 3,014,998

資 産 合 計 6,215,274 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,215,274

－ 26 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書
(自　平成29年10月 1 日
至　平成30年 9 月30日)

（単位：千円）

売 上 高
製 品 売 上 高 7,262,520
商 品 売 上 高 145,413 7,407,933

売 上 原 価 5,720,971
売 上 総 利 益 1,686,962

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,321,852
営 業 利 益 365,109

営 業 外 収 益
受 取 利 息 3,662
受 取 配 当 金 178
受 取 賃 貸 料 8,688
受 取 和 解 金 6,000
為 替 差 益 5,854
そ の 他 6,253 30,637

営 業 外 費 用
支 払 利 息 14,384
社 債 利 息 1,376
地 金 借 入 料 6,829
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 6,254
そ の 他 3,377 32,221
経 常 利 益 363,525

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 1,075
関 係 会 社 株 式 評 価 損 38,816 39,892

税 引 前 当 期 純 利 益 323,632
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 50,547
法 人 税 等 調 整 額 33,967 84,514
当 期 純 利 益 239,117

－ 27 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書
(自　平成29年10月 1 日
至　平成30年 9 月30日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
配 当 平 均
積 立 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

平成29年10月１日残高 504,295 339,295 13,226 352,522 21,030 95,000 380,175 506,500
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
配当平均積立金の積立
固定資産圧縮積立金の積立
固定資産圧縮積立金の取崩 △18,207
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 1,689 1,689
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － 1,689 1,689 － － △18,207 －
平成30年９月30日残高 504,295 339,295 14,916 354,211 21,030 95,000 361,967 506,500

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

平成29年10月１日残高 940,575 1,943,281 △13,865 2,786,233 16,876 △5,239 11,637 2,766 2,800,637
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △38,209 △38,209 △38,209 △38,209
当 期 純 利 益 239,117 239,117 239,117 239,117
配当平均積立金の積立 －
固定資産圧縮積立金の積立 －
固定資産圧縮積立金の取崩 18,207 －
自 己 株 式 の 取 得 △67 △67 △67
自 己 株 式 の 処 分 4,385 6,075 6,075
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） 7,711 1,170 8,882 △1,437 7,444

事業年度中の変動額合計 219,116 200,908 4,318 206,916 7,711 1,170 8,882 △1,437 214,361
平成30年９月30日残高 1,159,692 2,144,189 △9,546 2,993,150 24,588 △4,068 20,519 1,328 3,014,998

－ 28 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年11月13日
株式会社アサカ理研

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 植 村 文 雄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 藤 武 男 ㊞

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社アサカ理研の平成２９年１

０月１日から平成３０年９月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運

用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を

実施することを求めている。

－ 29 －

連結会計監査報告
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監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽

表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について

意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた

適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討

する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社アサカ理研及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に

係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上

－ 30 －

連結会計監査報告
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計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年11月13日
株式会社アサカ理研

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 植 村 文 雄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 藤 武 男 ㊞

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アサカ理研の平成２
９年１０月１日から平成３０年９月３０日までの第５１期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

－ 31 －

会計監査報告
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以　上

－ 32 －

会計監査報告
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、平成29年10月１日から平成30年９月30日までの第51期事業年度の取締役
の職務の執行について監査いたしました。審議の結果、監査等委員全員の一致した意見として本
監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査等委員会の監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会

決議の内容並びに当該決議を基に制定した監査等委員会規程、監査等委員会監査基準、内部統
制システムに係る監査等委員会監査の実施基準を基に、監査計画を策定し、監査等を実施しま
した。取締役及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

業務執行取締役、内部監査部門を含む監査等委員会補助者、その他使用人等との意思疎通を
図り、情報の収集、監査の環境整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、
取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な事項の進捗状況を確認し、本社及び主要な事業所においての業務監査を行い、さらに監
査等委員会補助者に指示して業務及び財産の状況を調査しました。

会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

子会社の状況については、子会社の取締役等と意思疎通を図り、必要に応じて往査し、子会
社の業務、財産の状況についての会計監査人等の監査の方法、報告の内容の妥当性について検
討しました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

－ 33 －

監査等委員会監査報告
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２．監査の結果
(1)　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3)　連結計算書類の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
平成30年11月13日

株 式 会 社 ア サ カ 理 研 　 監 査 等 委 員 会
監 査 等 委 員 野 納 敏 展 ㊞
監 査 等 委 員 熊 谷 　 巧 ㊞
監 査 等 委 員 三 崎 秀 央 ㊞

（注）監査等委員　熊谷巧、監査等委員　三崎秀央は、会社法第２条第15号及び第331条第６項
に定める社外取締役であります。

以　上

－ 34 －

監査等委員会監査報告
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
議案　取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名選任の件

取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となり
ます。つきましては、取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名の選任をお願いしたいと存じ
ます。

取締役(監査等委員である取締役を除く。)候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社の
株 式 数

1
やま
山

だ
田

けい
慶

た
太

(昭和29年８月３日生)

昭和48年４月 アサカ理研工業株式会社(現当社)入社

8,380株

昭和55年７月 当社取締役
昭和56年６月 アサカエムアール株式会社代表取締役
昭和60年３月 当社代表取締役
昭和63年10月 当社取締役
平成元年９月 当社専務取締役
平成３年７月 当社代表取締役副社長
平成４年４月 アサカ弘運株式会社代表取締役社長
平成５年４月 アサカエムアール株式会社

(平成15年10月当社による吸収合併)
取締役

平成６年11月 当社代表取締役社長
平成10年７月 アサカ弘運株式会社代表取締役
平成25年12月 当社代表取締役会長
平成27年12月 当社代表取締役社長(現任)

－ 35 －

議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2018/11/20 15:23:23 / 18440622_株式会社アサカ理研_招集通知（Ｃ）

候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社の
株 式 数

2
さ
佐

く
久

ま
間

 
　

りょう
良

 
　

いち
一

(昭和34年２月18日生)

昭和56年４月 アサカ理研工業株式会社(現当社)入社

600株

平成５年４月 アサカエムアール株式会社
(平成15年10月当社による吸収合併)
取締役

平成17年４月 当社システム事業部長
平成21年10月 当社環境事業部営業部長
平成25年12月 当社執行役員貴金属事業部製造部長
平成27年４月 当社執行役員製造本部長
平成27年12月 当社取締役執行役員管理本部長(現任)

3
やま
山

だ
田

こう
浩

た
太

(昭和58年11月29日生)

平成24年４月 当社入社
平成26年４月 TWINKLE METAL(M) SDN.BHD.

(現ASAKARIKEN (M) SDN.BHD.)
取締役

平成28年５月 当社営業本部営業企画部営業推進Gr長
兼管理本部秘書室

平成28年11月 当社営業本部副本部長
平成28年12月 当社取締役執行役員営業本部副本部長
平成29年12月 当社取締役執行役員営業本部長(現任)

1,500株

4 さ
佐

く
久

ま
間

 
　

ゆき
幸

 
　

お
雄

(昭和31年10月24日生)

昭和54年４月 コビシ電機株式会社（現サクサプレシジ
ョン株式会社）入社

昭和57年４月 日本国有鉄道(現東日本旅客鉄道株式会
社)入社

平成元年11月 アサカ理研工業株式会社(現当社)入社
平成16年５月 当社執行役員RMF事業部長
平成20年12月 当社取締役
平成22年７月 当社取締役執行役員技術・開発本部長
平成28年12月 当社取締役技術・開発本部長
平成29年12月 当社取締役最高技術責任者(現任)

1,100株

（注）１．各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
２．監査等委員会の取締役の選任についての意見の概要は以下のとおりであります。

当委員会において、候補者の見識、経験、経営の安定化等の要素から業務執行を行う取締役が適任
であるか審議いたしました。各候補者は当社の取締役として相当であるとの判断をいたしました。

以　上

－ 36 －

議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
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株主総会会場ご案内略図
福島県郡山市虎丸町３番18号
ホテルハマツ３階　右近の間
電話番号　024（935）1111

至会津

郡山I.C.

ゼビオ

西部
自動車学校

郡山市役所

新さくら通り新さくら通り

開成山大神宮
開成館

開成山公園

イトー
ヨーカドー

安積黎明
高校

カトリック
郡山教会 ビッグ

アイ

ザ・モール
安積
国造神社

21世紀記念公園

西
部

プ
ラ
ザ

うねめ通り

さくら通り

磐越西線

至
福
島

JR
郡
山
駅東

北
自
動
車
道

安積高校

文化通り
内
環
状
線

郡山市民
文化センター

静御前通り

郡山東高校

東
北
新
幹
線

東
部
幹
線

五百淵公園
郡山
警察署

ビッグ
パレット郡山南I.C. 至いわき

ホテルハマツ

４

49

49

国
道
４
号
郡
山
バ
イ
パ
ス

（
あ
さ
か
野
バ
イ
パ
ス
）

●JR…東北新幹線で郡山駅まで ●自動車…東北自動車道（東京より約３時間30分）
東京駅から　約１時間20分 郡山I.C.から　　約15分
仙台駅から　約40分 郡山南I.C.から　約20分

●JR郡山駅から　徒歩　約20分 ●福島空港より車で約50分
車　　約 5 分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




